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税務訴訟資料 第２６９号－３１（順号１３２５４） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 消費税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（行橋税務署長） 

平成３１年３月１５日棄却・控訴 

 

判     決 

原告          株式会社Ａ 

同代表者代表取締役   甲 

同訴訟代理人弁護士   松井 淑子 

            泉本 和重 

同補佐人税理士     乙 

            丙 

被告          国 

同代表者法務大臣    山下 貴司 

処分行政庁       行橋税務署長 

            和久 秀也 

同指定代理人      早川 充 

            飯塚 晴久 

            小澤 信彦 

            小西 博昭 

            平田 宏幸 

            石津 武志 

            神川 和久 

            福田 雅代 

            岩本 竜一 

            黨 秀幸 

            黒田 哲弘 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求（本判決においては、別紙３を含め、税額については、納付すべき税額が増加する方向

をプラス、還付金の額に相当する税額が増加する方向をマイナスと見て、ある金額よりもプラ

ス方向の部分を「超える部分」と表現し、マイナス方向の部分を「下回る部分」と表現するこ

ととする。） 

 行橋税務署長が平成２７年５月２６日付けで原告に対してした平成２５年４月●日から同月

３０日までの課税期間（以下「本件課税期間」という。）分の消費税及び地方消費税の更正処
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分（ただし、平成２９年６月２７日付けの更正処分による変更後のもの）のうち還付金の額に

相当する消費税の額２４１５万５１１６円を超える部分及び還付金の額に相当する地方消費税

の額６０３万８７７９円を超える部分並びに平成２７年７月２８日付けで原告に対してした過

少申告加算税の賦課決定処分（ただし、平成２９年６月２７日付けの変更決定による変更後の

もの）をいずれも取り消す。 

第２ 事案の概要 

 本件は、原告が、平成２５年４月２５日、福岡市博多区内の土地並びに建物及び附属設備

（以下、総称して「本件不動産」といい、本件不動産のうち土地を除く部分を「本件建物」と

いう。）を代金７億円で買う旨の売買契約（以下「本件売買契約」という。）を締結するととも

に、本件売買契約の際に生じた所有権の移転及び根抵当権の設定の各登記手続に係る事務を司

法書士（以下「本件司法書士」という。）に委任して当該委任に伴う報酬を支払う旨の約定を

本件司法書士との間でした（以下、上記の報酬を「本件司法書士報酬」という。）として、本

件建物の取得に係る支払対価の額及び本件司法書士報酬の額を合計した６億１３６２万２３１

３円を、平成２５年４月●日から同月３０日までの課税期間（本件課税期間）の課税仕入れに

係る支払対価の額（支払税額控除の対象となる額）に算入した上で消費税及び地方消費税（以

下、総称して「消費税等」という。）の確定申告（以下、「本件確定申告」という。）をしたと

ころ、行橋税務署長が、平成２７年５月２６日付けで、本件課税期間の消費税等の更正の処分

（以下、「本件更正処分」という。ただし、本件更正処分は、平成２９年６月２７日付け更正

処分（減額更正処分）により一部取り消されている。以下、本件更正処分については、特に区

別する必要がある場合を除き、同日付けの更正処分による一部取消し後のものを指すものとす

る。）及び過少申告加算税の賦課決定処分（以下、「本件賦課決定処分」という。ただし、本件

賦課決定処分は、平成２９年６月２７日付け変更決定により一部取り消されており、以下、本

件賦課決定処分については、特に区別する必要がある場合を除き、同日付けの変更決定による

一部取消し後のものを指すものとする。また、以下、本件賦課決定処分と本件更正処分を総称

するときは「本件更正処分等」という。）をしたため、本件更正処分等には、「課税仕入れを行

つた日」（消費税法３０条１項１号）の解釈及び適用を誤った違法があるなどとして、本件更

正処分等の一部の取消しを求める事案である。 

１ 関係法令等の定め 

 別紙１「関係法令等の定め」のとおりである。なお、同別紙において定めた略称等は、以下

においても用いることとする。 

２ 前提となる事実関係（当事者の間に争いのない事実及び当裁判所に顕著な事実。以下「前提

事実」という。） 

（１）原告及びその関係者等 

ア 合同会社Ｂ（以下「本件合同会社」という。）は、平成２３年５月●日、不動産の賃貸、

売買、管理等を目的として設立され、乙税理士（本件訴えにおける原告補佐人税理士の

一人と同一の者である。）を唯一の業務執行社員及び代表社員としていたところ、平成２

５年４月●日、新設分割により原告を設立した上で、同年５月●日、解散し、平成２６

年１月●日、清算を結了した。 

イ 原告は、平成２５年４月●日、本件合同会社の消費税法１２条１項にいう新設分割子

法人として、不動産の賃貸借及び所有、管理、利用等を目的とする株式会社として設立



3 

され、決算日を４月３０日としている。なお、原告の本件課税期間の消費税等の納税義

務については、本件合同会社の平成２３年５月●日から同月３１日までの課税期間（以

下「本件合同会社平成２３年５月課税期間」という。）を基準期間として、本件合同会社

平成２３年５月課税期間における本件合同会社の課税売上高である１２４万２９９０円

を１年当たりの課税売上高に換算した金額である１４９１万５８８０円によって判定さ

れることとなるところ、上記のとおり、本件合同会社平成２３年５月課税期間における

１年当たりに換算された課税売上高が１０００万円を超えることから、消費税等の納税

義務を負う者に該当するものとして取り扱われることとなった。 

ウ 本件司法書士は、原告から、本件不動産の所有権の移転及び根抵当権の設定の各登記

手続に係る事務の委任を受けた者である。 

（２）本件売買契約等について 

ア 原告は、平成２５年４月２５日、本件不動産の前所有者（以下「本件売主」という。）

との間で、本件不動産を代金７億円で買う旨の売買契約（本件売買契約）を締結した。

本件売買契約に係る契約書（甲３の１。以下「本件売買契約書」という。）には、次のよ

うな約定がある。 

（ア）原告は、本件売買契約の締結と同時に、本件売主に対し、手付１０００万円を支払

い（本件売買契約３条１項）、平成２５年５月３１日までに、本件売主に対し、残金６

億９０００万円を支払う（本件売買契約５条）。原告が本件売主に対して残金を支払っ

たときは、上記の手付は売買代金の一部に充当する（本件売買契約３条２項）。 

（イ）本件不動産の所有権は、売買代金の全額が支払われたときに原告に移転する（本件

売買契約６条）。 

（ウ）本件売主は、原告に対し、売買代金の全額を受領したと同時に本件不動産を引き渡

す（本件売買契約７条）。 

（エ）本件売主は、売買代金の全額を受領したと同時に本件不動産の所有権の移転の登記

手続をしなければならない（本件売買契約８条１項）。登記手続に要する費用は、原告

の負担とする（同条２項）。 

（オ）本件不動産に対して賦課される固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」

という。）については、本件不動産の引渡しの日の前日までの部分を本件売主が、本件

不動産の引渡しの日以後の部分を原告が、それぞれ負担する（本件売買契約１２条１

項）。 

（カ）本件不動産から生ずる収益については、本件不動産の引渡しの日の前日までの部分

は本件売主に、本件不動産の引渡しの日以後の部分は原告に、それぞれ帰属するものと

する（本件売買契約１３条）。 

（キ）本件売主は、原告に受領済みの手付金の倍額を支払い、また原告は、本件売主に支

払済みの手付金を放棄して、それぞれ本件売買契約を解除することができる（本件売買

契約１４条１項）。 

イ（ア）原告は、平成２５年４月２５日、本件売主に対し、手付１０００万円を支払い、

同年５月３０日、残金６億９０００万円を支払った。 

（イ）本件司法書士は、平成２５年５月３０日、本件不動産の所有権の移転の登記及び

根抵当権の設定の登記の各申請をし、同日、本件不動産の所有権の移転の登記及び根
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抵当権の設定の各登記がされた。 

（ウ）原告は、平成２５年５月３０日、本件司法書士に対し、本件司法書士が前記

（イ）の登記の申請に係る事務の処理をしたことに対する報酬等（登録免許税等の立

替金を含む。）８３７万８１０９円を支払った。 

（エ）原告及び本件売主は、本件不動産に対して賦課された固定資産税等については、

平成２５年５月３０日を基準にあん分して負担することとし、同月２９日までの部分

を本件売主が、同月３０日以降の部分を原告が、それぞれ負担した。 

（オ）本件売主は、本件不動産から生ずる収益のうち平成２５年５月２９日までの部分

の賃料の支払を受け、原告は、同月３０日以降の部分の賃料の支払を受けた。 

（３）本件更正処分等に至る経緯等 

ア 原告は、法定申告期限までに、行橋税務署長に対し、本件課税期間の消費税等につい

て、別表１の「確定申告」欄記載のとおり確定申告（本件確定申告）をした。 

イ 行橋税務署長は、原告に対し、平成２７年５月２６日付けで、別表１の「更正処分」

欄記載のとおり、本件更正処分（ただし、平成２９年６月２７日付けの更正の処分によ

る一部取消し前のもの）を、平成２７年７月２８日付けで、同表の「賦課決定処分」欄

記載のとおり、本件賦課決定処分（ただし、平成２９年６月２７日付けの変更決定によ

る一部取消し前のもの）を、それぞれした。なお、行橋税務署長が、本件更正処分（た

だし、同日付けの更正の処分による一部取消し前のもの）をした際、原告に対して提示

した理由は、別紙２のとおりである。 

ウ 原告は、平成２７年７月１４日（本件更正処分につき）及び同年８月１１日（本件賦

課決定処分につき）、行橋税務署長に対し、別表１の「異議申立て」欄記載のとおり、そ

れぞれ、本件更正処分等（ただし、平成２９年６月２７日付けの更正の処分及び同日付

けの変更決定による各一部取消し前のもの）について異議申立て（以下、総称して「本

件異議申立て」という。）をしたが、行橋税務署長は、平成２７年９月３０日付けで、原

告に対し、本件異議申立てをいずれも棄却する旨の決定（以下「本件異議決定」とい

う。）をした。 

エ 原告は、平成２７年１０月３０日付けで、国税不服審判所長に対し、別表１の「審査

請求」欄記載のとおり、本件異議決定を経た後の本件更正処分等（ただし、平成２９年

６月２７日付けの更正の処分及び同日付けの変更決定による各一部取消し前のもの）に

なお不服があるとして審査請求（以下「本件審査請求」という。）をしたところ、国税不

服審判所長は、平成２８年１０月２１日付けで、原告に対し、別表１の「審査裁決」欄

記載のとおり、本件審査請求を棄却する旨の裁決（本件裁決）をした。 

（４）本件訴えの提起 

 原告は、平成２９年４月１日、本件訴えを提起した。 

 なお、行橋税務署長は、平成２９年６月２７日付けで、本件更正処分等（ただし、同日

付けの更正の処分及び同日付けの変更決定による各一部取消し前のもの）の一部を取り消

す旨の決定をした。 

 原告は、同年１０月２７日、本件訴えの一部を取り下げ、被告は、同年１１月８日、こ

れに同意した。 

３ 本件更正処分等の根拠及び適法性 
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 本件更正処分等の根拠及び適法性に関する被告の主張は、後記５におけるもののほか、別紙

３「本件更正処分等の根拠及び適法性」並びに別表２及び３に、それぞれ記載されているとお

りである。 

４ 争点 

（１）本件建物の取得に係る「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１号）が本件課税

期間に属する日であるか否か（争点（１）） 

（２）本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１号）が本件課

税期間に属する日であるか否か（争点（２）） 

（３）本件更正処分等が信義則に反して違法であるか否か（争点（３）） 

（４）本件更正処分（ただし、平成２９年６月２７日付け更正の処分による一部取消し前のも

の）についての理由の提示に不備があるか否か（争点（４）） 

（５）原告に「正当な理由」（国税通則法６５条４項）があるか否か（争点（５）） 

５ 争点に対する当事者の主張の要点 

（１）争点（１）（本件建物の取得に係る「課税仕入れを行った日」（消費税法３０条１項１号）

が本件課税期間に属する日であるか否か） 

（被告の主張の要点） 

ア（ア）消費税法は、資産の譲渡人からみた場合の課税資産の譲渡等であるものをもって、

当該資産の譲受人からみた場合の課税仕入れであるとしているのであって、課税資産

の譲渡等と課税仕入れとは表裏一体の関係にあるものとしている（同法２条１項１２

号参照）。そして、同法は、課税資産の譲渡等の日がいつであるのかについて具体的

な規定を設けていないが、課税資産の譲渡等をした時が消費税等を納付する義務の成

立時期であるとされていること（国税通則法１５条２項７号）及び消費税法が資産の

譲渡等により譲渡人の下で生じた付加価値が移転することを捉えて消費税等を課税す

る対象としていることを併せ考慮すると、上記の課税資産の譲渡等の日とは、その資

産についてその同一性を保持しつつ他人に移転することにより譲渡人の下で生じた付

加価値が移転した時をいうものと解すべきであり、具体的には、当該資産が譲渡人か

ら譲受人に対して引き渡された日をいうものと解すべきである。その上で、同法は、

課税仕入れを行った日がいつであるかについて具体的な規定を設けていないものの、

上記のとおり、同法が、課税資産の譲渡等と課税仕入れとを表裏一体の関係にあるも

のとしていることに照らすと、課税仕入れを行った日とは、譲受人が当該資産の引渡

しを受けた日であると解すべきである。 

（イ）消費税法は、資産の引渡しがあった日がいつであるかについて具体的な規定を設

けていないものの、当該資産の内容、性質、当該資産の移転に係る契約又は取引の内

容等に応じて個別具体的に検討すべきであり、固定資産の譲渡に関しては、代金の支

払の有無、対抗要件である所有権の移転の登記の具備の有無、当該資産の譲渡に係る

契約内容の履行状況等に鑑み、当該固定資産の現実の支配がいつ移転したかを判断し、

当該固定資産の取引における引渡しの日として合理的であると認められる日をいうも

のと解すべきである。 

イ 本件においては、①原告と本件売主が、本件売買契約において、本件不動産の売買代

金の支払と所有権の移転の登記及び引渡しとを同時履行とすることを約していること、
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②原告と本件売主が、本件売買契約において、本件不動産から生ずる収益について、本

件不動産の引渡しの日をもって区分し、本件不動産の引渡しの日以後の分は原告に帰属

する旨を約し、現実にもそのとおり処理されていること、③原告と本件売主が、本件売

買契約において、本件不動産に対して賦課される固定資産税等について、本件不動産の

引渡しの日をもって区分し、本件不動産の引渡しの日以後の部分を原告が負担すべきも

のとする旨を約し、現実にもそのとおり処理されていること、④原告は、平成２５年５

月３０日、本件売主に対し、本件売買契約における売買代金の全額を支払ったこと、⑤

原告は、同日、本件不動産に根抵当権を設定し、その旨の登記手続をしたことの各事実

が認められる。これらによれば、本件不動産については、同日に売買代金の全額が支払

われるとともに、所有権の移転の登記及び本件建物の引渡しがされ、かつ、固定資産税

等の負担及び本件不動産から生ずる収益の配分も同日を基準にされているだけではなく、

原告自身も、同日に本件不動産に根抵当権を設定していることになるから、本件売買契

約の内容のみならず、実際に行われた取引の内容からも、同日に本件不動産の所有権が

原告に移転し、原告が本件不動産の使用収益を開始したものということができ、同日に

本件不動産の引渡しがあったと認められる。 

 したがって、本件建物の売買代金に係る課税仕入れを行った日は、平成２５年５月３

０日であるから、本件課税期間に属さないというべきである。 

ウ（ア）消費税等が、各取引段階において移転、付与される付加価値に着目して課される

付加価値観の性質を有する多段階一般消費税であり、仕入税額控除の制度は、税負担

の累積を防止するために仕入れに含まれている消費税等の額を控除するものであるか

ら、事業者が事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の

提供を受けたとしても、その仕入れに対応する売上げがいわゆる非課税売上げであれ

ば、税の累積を防止することを考慮する必要がないから、非課税売上げに対応する課

税仕入れに係る消費税等の額は、本来的に仕入税額控除の制度の対象となり得ない。

そして、事業者の事務負担への配慮から、例外的に、課税売上高が５億円以下の比較

的小規模の事業者のうち課税売上割合が９５％以上であって非課税売上げの割合の少

ない課税事業者については、簡便な方法として、仕入税額の全額の控除を認めている

ものの、単に、消費税等の額に相当する金額の還付を受けることのみを目的として上

記の仕入税額の全額の控除の制度を用い、かつ、本件通達ただし書の定めるところに

より、当該資産に係る消費税の仕入税額控除を受けることは、消費税及び仕入税額控

除の制度の趣旨に反するものというべきである。 

 本件においては、次の事実経過のとおり、原告は、本件課税期間において課税事業

者となり、非課税売上げに対応する課税仕入れに該当するものとして、その大半が仕

入税額控除の対象とならない本件建物を取得し、１か月に満たない期間である本件課

税期間内において、原告の事業目的と関連のない少量の金地金を売買することによっ

て本件課税期間の課税売上割合を１００％とする一方で、本件売買契約を平成２５年

４月２５日に締結し、また、同日付けで未払金勘定を相手科目として本件不動産を資

産計上し、確定的に本件不動産の所有権が原告に移転した旨の経理処理をしたもので

あって、このような原告の行為は、単に消費税等の額に相当する金額の還付を受ける

ことを目的として、本件通達ただし書の定めるところによって本件建物の取得に係る
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消費税の仕入税額控除の制度の適用を受けようとしたものといえ、消費税法及び仕入

税額控除の制度の趣旨に反するから、本件通達ただし書の定めるところによることが

許されないというべきである。 

ａ 本件合同会社は、平成２３年５月２３日、金地金３００グラムを購入し、同月３

０日、同金地金を売却することにより、本件合同会社のわずか１か月にも満たない

課税期間である本件合同会社平成２３年５月課税期間において、少額の課税売上げ

を発生させた。なお、本件合同会社は、本件合同会社が設立された同月●日から本

件合同会社の清算が結了した平成２６年１月●日までの間、上記の金地金の売買以

外の事業活動をしていない。原告は、本件合同会社の新設分割子法人であるため、

原告の本件課税期間の消費税等の納税義務は、本件合同会社平成２３年５月課税期

間を基準期間としてその間の課税売上高を１年当たりに換算したところにより判定

することとなる結果、原告は、本件課税期間において課税事業者となった。 

ｂ 原告は、平成２５年４月２５日、金地金５グラムを購入し、同月２６日、これを

売却することにより、本件課税期間において少額の課税売上げを発生させ（なお、

本件課税期間においては、本件建物に係る賃料収入が原告に発生しなかった。）、原

告の本件課税期間の課税売上割合を９５％以上（１００％）とした。その上で、原

告は、本件売主との間で、本件課税期間内である同月２５日、本件売買契約書を作

成したのみで、それ以外に本件不動産の所有権等が確定的に原告に移転した事実が

ないのに、同日付けで未払金勘定を相手科目として本件建物を資産計上し、所有権

等が原告に移転したとする経理処理をした。 

 これにより、原告は、本件建物が人の居住の用に供する賃貸用の建物であること

から、非課税売上げに対応する課税仕入れに該当するものとして、本来はその大半

が仕入税額控除の対象とはならない本件建物の取得に係る消費税等の全額を、仕入

税額控除の対象とした。 

ｃ 原告は、平成２５年５月３０日、本件売主に対し、本件不動産の売買代金の全額

を支払い、本件不動産の所有権を原告に確定的に移転させ、本件建物の使用収益を

開始することにより、本件課税期間に非課税売上げである本件建物に係る賃料収入

を発生させないものとし、本件建物の取得に係る消費税等の全額を仕入税額控除の

対象となる金額に算入することにより、その大部分の還付を受けることができる旨

の本件確定申告をした。 

（イ）原告は、課税仕入れの時期に関する問題は、仕入税額控除の趣旨とは無関係であ

って、被告が本件建物の譲受けについて課税仕入れが行われるべきではないという価

値判断を主張するにすぎない旨主張する。 

 しかし、被告は、本件の事実関係（前記（ア）ａからｃまで）においては、仕入税

額控除の趣旨から判断して、本件建物の引渡しの日が平成２５年５月３０日であった

ことは客観的に明白である以上、単に消費税等の還付を受けることのみを目的として

本件通達ただし書の定めに従うことができない旨を主張しているのであって、仕入税

額控除の趣旨に反して相当ではないことをもって原告の仕入税額控除を適法にするこ

とができない旨を主張するものではない。また、原告は、本件確定申告において、非

課税売上げの発生がなく、金地金の少額の売却額のみを課税資産の譲渡等の対価の額
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として課税売上割合を１００％にし、本件不動産の引渡しを受けていない平成２５年

４月２５日付けで処理した本件建物の売買代金に係る消費税等の額について、あえて

本件通達ただし書の定めに従って仕入税額控除の対象となる金額に算入することによ

り、本件建物の売買代金に係る消費税等の額の大部分の還付を受けることを内容とす

る確定申告をしており、さらに、本件課税期間の翌課税期間以降に課税売上げがほぼ

発生しないことを利用し、本件建物が調整対象固定資産（消費税法２条１項１６号、

消費税法施行令５条１号）に該当するにもかかわらず、事後的な調整措置（消費税法

３３条１項、３項）による課税をも免れようとしたものであって、仕入税額控除の趣

旨に従った同法が想定する課税が実現されない事態を作出したものであり、原告の主

張は、同法の趣旨に反するものである。 

エ（ア）原告は、本件通達ただし書が、納税者が課税仕入れを行った日を選択することが

できることを前提とする主張をする。 

 しかし、本件通達ただし書は、土地、建物、構築物等については、一般的にその引

渡しの事実関係が外形上明らかでないことが多いので、事業者がその譲渡契約の効力

の発生の日（一般には、特約のない限り、契約締結の日）を譲渡の日としている場合

は、これを認める趣旨のものであり、引渡しの日が明らかでない場合であっても、付

加価値の移転等に対する課税の必要性が否定されないから、契約を締結した日という

特定の日を課税の時期の徴表とし、引渡しに準じた取扱いをすることとしたものであ

り、引渡しの日を認識することが困難な場合を補完する趣旨のものである。そして、

消費税法が資産の譲渡等により譲渡人の下で生じた付加価値が移転するのを捉え、消

費税等の課税対象としており、課税資産の譲渡等をした時が消費税等を納付する義務

の成立時期であるとされていることや、いわゆる権利確定主義（時期の判断において

権利の確定した日を基準とする考え方）がいうところの権利の確定が認められるため

には、権利の発生にとどまらず、当該権利の実現可能性を客観的に認識することがで

き、権利の実現が可能な状態となること（当該資産の所有権が譲渡人から譲受人に確

定的に移転し、代金債権が成立していること）が必要であると解されることからすれ

ば、課税資産の譲渡等の日及びこれと表裏一体の関係にある課税仕入れを行った日は、

いずれも資産の引渡しがあった日をいうものと解すべきであって、本件通達ただし書

の定めるところによることができるか否かは、資産の引渡しの事実関係が明らかであ

るか否かによって判断され、資産の引渡しに関する事実関係が客観的に明らかな場合

には、本件通達ただし書の定めるところによることができないと解すべきである。 

 本件においては、前記イのとおり、平成２５年５月３０日に本件建物の引渡しがあ

ったことが客観的に明らかであり、かつ、本件売買契約が締結された時点においては、

本件不動産の売買代金の支払と引き換えに本件不動産の引渡し及び所有権の移転の登

記を受ける権利が抽象的に発生しているにすぎないから、本件通達ただし書の定める

ところによることができないというべきである。 

（イ）ａ 原告は、建物の譲渡に関する時期の判断は、所得税法及び法人税法において

は権利確定主義により、契約の効力発生日となる旨主張する。 

 しかし、権利確定主義によっても、ある事業年度において発生した収益や費用

は、同じ期間に実現したものでなければならない（いわゆる実現主義）とされて
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いる。また、法人税法上、ある収益又は費用の額をどの事業年度の益金又は損金

の額に算入すべきかは、公正処理基準（法人税法２２条４項）に従って判断すべ

きであり、その実現があった時の属する事業年度の益金又は損金の額に算入すべ

きであると解される。そして、権利確定主義における権利の確定は、権利の行使

が可能となった時点であって、単なる権利の発生した時期と同義ではないから、

権利の確定を単なる契約の締結のみで足りるとするのは、独自の見解であるにす

ぎない。 

 したがって、権利確定主義を前提としたからといって直ちに、建物の譲渡に関

する時期が契約の効力発生日となるとはいえない。 

ｂ 原告は、法人税法上も、資産の引渡しがあった日と契約の効力の発生の日のい

ずれの日とするかについて納税者の選択可能性が認められている旨主張する。 

 しかし、同法上、収益は収入の原因となる権利が確定した時の属する事業年度

の益金の額に算入されることとされており（前記ａ）、固定資産の譲渡に係る収

益にあっては、当該固定資産を引き渡すことにより、収入すべき権利である譲渡

に係る対価を受領する権利が確定するから、法人税基本通達２－１－１４ただし

書は、引渡しに係る事実関係が外形上明らかではなく、引渡しの時期を認識する

ことが困難な場合を前提とするものであり、資産の引渡しが明らかな場合には、

適用されないものというべきである。なお、本件においては、原告の法人税に係

る更正はされていないが、これは、原告が本件建物を取得したことに係る計上時

期を誤ったことによる原告の所得の増減がなかったため、国税通則法２４条が規

定する要件を満たさなかったことに起因するにすぎず、原告がした計上時期が適

正であったことによるものではない。 

ｃ 原告は、特に中小企業については企業会計の要請が妥当することも少ないから、

法人税法における益金の額の算入の基準として、契約の効力発生の日も算入の基

準の日として認められている旨主張する。 

 しかし、同法２２条４項にいう一般に公正妥当と認められる会計処理の基準と

は、一般社会通念に照らして公正で妥当であると評価され得る会計処理の基準を

意味し、中小企業の会計に関する指針及び基本要領も含まれるところ、中小企業

においても、収益については権利確定主義が妥当するものと解され、その余の法

人と異なる取扱いがされているわけではないから、原告の主張は、失当である。 

（ウ）原告は、消費税法の課税標準が付加価値であることを前提に、付加価値の移転の

時期が課税資産の譲渡の日（具体的には課税資産の引渡しの日）である旨を被告が主

張しているとの理解を前提に、被告の上記の主張が、同法における課税標準は、課税

資産の譲渡等の対価の額である（同法２８条１項）ことに反するものである旨主張す

る。 

 しかし、被告は、消費税の課税標準について、個々の課税資産の付加価値の移転に

着目して課税している旨を主張しているものではなく、消費税の課税の仕組みの観点

から消費税が付加価値に対して課税される旨を主張しているものであって、原告は、

被告の主張を正解していない。 

（原告の主張の要点） 
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ア（ア）固定資産の譲受けに係る課税仕入れを行った日は、固定資産を譲り受けた日を意

味するところ、不動産の売買契約における固定資産を譲り受けた日については、契約

日のほかに決済日や現実の引渡し日等が設定されることも多く、着目し得る事項が多

岐にわたるから、契約の性質上、当然に一定の日に資産を譲り受けたと評価すること

ができない。 

 また、消費税法が施行された直後において、仕入税額控除に関する課税仕入れを行

った日については、原則として、当該事業者が法人税又は所得税の所得金額の計算に

おいて計上することとされている費用の計上時期による旨の見解が示されていたこと

にも照らすと、固定資産の課税仕入れを行った日は、法人税又は所得税における帳簿

との事実上の平仄を合わせ、固定資産の譲渡（譲受け）の日とすべきであり、具体的

には、固定資産の譲渡に係る引渡しのあった日又は契約の効力が発生した日のいずれ

かを選択して課税仕入れを行った日とすることができると解すべきである。 

（イ）消費税法は、「資産の譲渡等」がいつ行われたのかの判断基準について具体的な規

定を設けていないが、その「対価の額」については、「対価として収受し、又は収受

すべき一切の金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益の額」（同法２

８条１項本文括弧書き）と規定していることに加え、仮に、同法が、「資産の譲渡

等」がいつ行われたのかの判断基準について、所得税法又は法人税法と異なる基準を

定めた場合、消費税法の申告を目的とした個別の資料及び帳簿を別途作成した上で申

告をすることにならざるを得ず、納税者及び課税庁の事務作業が著しく過大となって

簡便性を欠くことになることから、所得税法又は法人税法と同様、権利確定主義を基

準として、消費税法上の「資産の譲渡等」の時期を判断すべきものと解すべきである。 

 そして、所得税法においては、建物の譲渡に関する課税は一般に譲渡所得として課

税され、その性質上、契約の効力発生日を基準とすべきであり、所得税基本通達３６

－１２においても、譲渡所得の総収入金額の収入すべき時期は、譲渡所得の基因とな

る資産の引渡しがあった日によるものとするが（本文）、納税者の選択により、当該

資産の譲渡に関する契約の効力発生の日により総収入金額に算入して申告があったと

きは、これを認める（ただし書）旨が定められており、資産の引渡しがあった日と契

約の効力発生の日のいずれの日とするかについて納税者の選択可能性が認められてい

る。また、法人税法においては、建物の譲渡による収益の計上時期に関し、法人税基

本通達２－１－１４において、固定資産の譲渡による収益の額は、別に定めるものを

除き、その引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入するが（本文）、そ

の固定資産が土地、建物その他これらに類する資産である場合において、法人が当該

固定資産の譲渡に関する契約の効力発生の日の属する事業年度の益金の額に算入して

いるときは、これを認める（ただし書）旨が定められており、所得税基本通達３６－

１２と同様、資産の引渡しがあった日と契約の効力発生の日のいずれの日とするかに

ついて納税者の選択可能性が認められている。そして、本件通達においても、建物の

譲渡に関し、引渡しがあった日と契約の効力発生の日のいずれの日を基準とするのか

について、納税者の選択可能性を認める旨が定められている。このことは、消費税法

が、消費税の仕組みについて、我が国における取引慣行及び納税者の事務負担に極力

配慮したものとする旨を規定した税制改革法１０条２項を受けて制定されたものであ
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ることとも整合的である。 

 このように、所得税法、法人税法及び消費税法は、いずれも、建物の譲渡に関する

時期の判断基準を統一的に定めているものであり、少なくとも契約の効力発生日を基

準とすることを排除していないことは明らかである。 

イ（ア）被告は、消費税法の課税標準が付加価値であることを前提に、付加価値の移転の

時期が課税資産の譲渡の日（具体的には課税資産の引渡しの日）であるところ、課税

仕入れを行った日と課税資産の譲渡の日は表裏一体であるとして、建物の引渡しの日

が課税仕入れを行った日である旨主張する。 

 しかし、同法における課税標準は、課税資産の譲渡等の対価の額である（同法２８

条１項）から、被告の主張は、同法の明文に反するし、付加価値の移転の日が課税資

産の引渡しの日であるとする主張も、結論を理由として主張するにすぎず、引渡しの

日を基準とすべき理由を主張するものではない。また、被告の主張は、契約の効力発

生日を基準とする余地があることを認める本件通達とも矛盾するから、失当である。 

 なお、被告は、個々の課税資産の付加価値の移転に着目して課税している旨を主張

しているのではなく、消費税の課税の仕組みの観点から付加価値を主張している旨主

張するが、被告の主張は、個々の資産の付加価値の移転に着目しているものであって、

およそ理由がない。 

（イ）被告は、本件通達ただし書は、権利確定主義によらずに契約の効力が発生した日

を基準とすることを自由に選択することを認める趣旨のものではないとして、課税資

産の引渡しの事実関係が客観的に明らかな場合には適用することができない旨主張す

る。 

 しかし、本件通達ただし書には、引渡しの事実関係が客観的に明らかか否かで区別

する旨の内容は全く示されておらず、むしろ、消費税法基本通達は、引渡しの日につ

いて諸事情を考慮し、引渡しの日が不明な場合でも一定の結論が出せるように基準を

示している（消費税法基本通達９－１－２）から、被告の想定するような例外はそも

そも生じ得ない。また、権利確定主義を前提とするとしても、権利が確定的に発生し

た場合を一義的に定めることはできず、複数の基準があり得るものであり、不動産の

取引においては契約の効力が発生した日も権利が確定的に発生した場合の基準として

合理的なものとして本件通達ただし書に記載されているのである。さらに、所得税基

本通達３６－１２及び法人税基本通達２－１－１４においても、同様の基準が示され

ているが、これらについて制限的に解釈すべきであることを示すものは存在しない。 

 したがって、被告の主張は、失当である。 

（ウ）被告は、①原告が金地金の取引により課税売上割合を１００％としたこと、②本

件建物は非課税売上げに対応する課税仕入れとしてその大半が仕入税額控除の対象と

ならないこと及び③本件課税期間に経理処理をしていることの各事情を挙げ、本件に

おいて本件通達ただし書の定めに従うことが、仕入税額控除の趣旨に反して相当では

ない旨主張する。 

 しかし、上記①については、適法な取引であって被告が否認したものでもなく、課

税売上割合を１００％とすることも是認されている。上記②については、非課税売上

げに対応するか否かを考慮すべきなのは、課税売上高が５億円を超え又は消費税法上
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課税売上割合が９５％に満たない場合であって、原告が本件課税期間においてこれら

に該当しないことには争いがない以上、被告の主張は仮定的なものにすぎない。上記

③については、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準の観点から否認されてお

らず、経理処理として適正かつ適法である。しかも、本件建物に関する仕入税額控除

を本件課税期間に行うべきか、本件課税期間の翌課税期間に行うべきかという課税仕

入れの時期に関する判断は、仕入税額控除の趣旨とは無関係である。 

 結局のところ、被告の主張は、本件建物の譲受けについて課税仕入れが行われるべ

きではないという価値判断を述べるものにすぎず、失当である。なお、被告は、本件

建物の譲受けの処理に関し、消費税法３３条の対象とならないことも指摘するが、同

条の適用がないことは、同条の規定による当然の帰結であって、法の趣旨に合致する

ものであるから、法の趣旨に適合した結果を非難するものであって失当である。 

（エ）被告は、法人税法２２条４項の「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」

（公正処理基準）が企業会計を意味するものであることを前提に、企業会計において

は、不動産取引における収益の計上の基準が引渡しの日を基準としているとして、法

人税基本通達２－１－１４ただし書は、不動産の引渡しの日が明らかな場合に係る定

めではない旨主張する。 

 しかし、法人税法における課税対象となる所得の額の算出のためには、最終的に会

計基準によるのではなく、法人税基本通達等によって具体的な解釈基準が定められて

いるところの法律により定められた基準に従った益金又は損金の額への算入が根拠と

なるから、被告の主張は、企業会計原則等と法律としての法人税法との関係性、構造

等について同法２２条の趣旨や文言からかい離したものといわざるを得ない。 

（オ）被告は、不動産の取引について当該不動産の引渡しの日が明らかな場合には、法

人税基本通達２－１－１４ただし書の定めによることができない旨主張する。 

 しかし、法人税基本通達２－１－１４ただし書には、引渡しの日が明らかな場合に

はそれによることができない旨の定めはなく、そのような解釈をとる税理士も見当た

らない。また、法人税法の課税実務においても、益金の額への算入については、実現

していない所得や存在しない益金を算入することは認められないが、早めに算入する

ことを否定することはなく、特に中小企業については企業会計の要請が妥当すること

も少ないから、同法における益金の額の算入の基準として、契約の効力発生の日も算

入の基準の日として認められている。さらに、不動産の引渡しの時期は、一般的に不

明確であるが、契約の効力が生じれば、その権利の実現の確実性が相当高いといえる

ことから、契約の効力発生の日を収益の計上の基準とすることは、同法２２条２項、

４項により許容されるものと解され、これを確認しているのが法人税基本通達２－１

－１４ただし書である。 

 このように、法人税基本通達２－１－１４ただし書も、法人税法２２条４項の趣旨

に適合した一般に公正妥当と認められる会計処理の基準の一つとして存在していると

ころ、被告は、これを制限的に解釈すべき論拠も、収益として計上することができる

日を契約の効力発生の日とすることができる具体的な場合も、何ら主張していない。 

（２）争点（２）（本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１

号）が本件課税期間に属する日であるか否か） 
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（被告の主張の要点） 

ア 消費税法は、「課税仕入れ」（消費税法２条１項１２号）とは、事業者が、事業として

他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、又は役務の提供を受けることをいうも

のである旨を規定しているところ、「役務の提供」とは、種々のサービスを提供すること

であって、専門的知識、技能等に基づく役務の提供もこれに含まれると解すべきである。 

 そして、消費税等は、最終的な消費行為よりも前の段階で物品やサービスに対する課

税が行われ、税負担が物品やサービスのコストに含められて最終的に消費者に転嫁する

ことが予定されている間接税であり、かつ、各取引段階において移転、付与される付加

価値に着目して課される付加価値税の性質を有するものであるところ、同法は、上記の

ような役務の提供において生じた付加価値が付与されるのを捉えて消費税等の課税の対

象としていると解されること等に照らすと、役務の提供については、役務の提供の全部

を完了した日をもって、「課税仕入れを行つた日」（同法３０条１項１号）と認めるべき

である。 

 本件においては、原告が支払った本件司法書士報酬は、原告が購入した本件不動産の

登記申請等に係る役務の提供の対価であると認められるところ、本件司法書士は、平成

２５年５月３０日、本件不動産の所有権移転登記及び原告の債務を被担保債権とする根

抵当権の設定登記の各申請をし、同日、これらの登記が経由されたのであるから、本件

司法書士が原告から委任を受けた本件不動産の登記申請等に係る役務の提供の全部を完

了した日は、同日であると認められる。 

 したがって、本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」（同法３０条１項１

号）は、平成２５年５月３０日であり、同日は、本件課税期間に属する日ではないから、

本件司法書士報酬に係る消費税等の額を本件課税期間の控除対象仕入税額に算入するこ

とはできない。 

イ（ア）原告は、平成２５年４月２５日、本件司法書士との間で、原告が本件司法書士に

対し、本件不動産の登記申請等に係る事務の処理を委任したところ、当該委任契約は、

仮に何らかの事情で登記手続を完了することができなかった場合に、本件司法書士が

原告に対して報酬の支払請求をすることができない旨の約定を含むものではないから、

本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１号）は、

本件司法書士との間で委任契約を締結した同日である旨主張する。 

 しかし、委任契約の場合、受任者の責めに帰することができない事由によって履行

の中途で終了したときは、受任者は、既にした履行の割合に応じて報酬を請求するこ

とができる（民法６４８条３項）が、これは、委任が仕事の完成を目的としていない

ことによるものである上、期間によって報酬を定めた場合を除き、委任事務を履行し

たときに報酬請求権が発生するものとされている（同条２項）から、委任事務に係る

「課税仕入れを行つた日」は、委任事務が完了して報酬を収受する権利が確定した時

点と解すべきである。また、原告が本件司法書士に本件不動産の登記手続に係る事務

を委任したのは、委任状（乙３５の２４枚目及び３５枚目）によれば、平成２５年５

月３０日であると認められる反面、原告の主張の根拠は、原告が作成した帳簿（甲

４）であるにすぎず、原告の主張は客観的な証拠によって裏付けられていない。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 
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（イ）原告は、本件司法書士報酬については、登記を行うべき不動産、当該不動産の対

価の額及び登記手続の予定日が確定した時点である委任契約の効力が生じた日に報酬

を支払う蓋然性があるということができるのであり、支払うべき報酬の額が確定した

日をもって課税仕入れの時期とすることが消費税法の趣旨に沿うものということがで

きる旨主張する。 

 しかし、同法における資産の譲渡等の時期についても、権利確定主義による判断が

妥当するから、役務の提供の全てが完了したときをもって「課税仕入れを行つた日」

（同法３０条１項１号）と考えることが原則である。その上で、部分完成的にその役

務の提供が完了し、報酬の授受もその部分については完結的に行われるときについて

まで全体の役務の提供の完了まで資産の譲渡等が行われていないとするのは合理的で

ないことから、役務の提供が部分的に完了した都度、その部分について報酬の支払を

受けるような事実関係にある場合には、全体の役務の提供の完了を待たずにその部分

的に支払が確定した報酬に係る役務の提供について、その都度、資産の譲渡等を行っ

たものとすべきである（消費税法基本通達９－１－１１）。 

 そうすると、本件の事実関係を前提とする限り、本件司法書士報酬に係る「課税仕

入れを行つた日」（同法３０条１項１号）について、支払うべき報酬の額が確定した

日であるとは解し得ないのであり、原告の主張は、失当である。なお、原告は、本件

司法書士との間の委任契約が平成２５年５月３０日よりも前に締結されたことを示す

証拠を何ら提出しておらず、原告の主張は、具体的事実関係に即しているものとはい

えないのであり、その意味においても、失当である。 

（原告の主張の要点） 

ア 原告は、平成２５年４月２５日、本件司法書士との間で、原告が本件司法書士に対し、

本件不動産の登記申請等に係る事務の処理を委任したところ、当該委任契約は、仮に何

らかの事情で登記手続を完了することができなかった場合に、本件司法書士が原告に対

して報酬の支払請求をすることができない旨の約定を含むものではないから、本件司法

書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１号）は、本件司法書士

との間で委任契約を締結した同日である。 

イ 被告は、本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１

号）は、本件司法書士が原告から委任を受けた本件不動産の登記申請等に係る役務の提

供の全部を完了した日である平成２５年５月３０日である旨主張する。 

 しかし、原告は、本件司法書士に交付する目的で原告の印鑑証明書を同月３日に取得

しているほか、同月３０日、本件司法書士に対し、登録免許税の預け金を含めて報酬金

を支払っているところ、同日に報酬を支払う旨の意思決定をしたわけではなく、本件不

動産の売買契約が成立して効力が生じた日である同年４月２５日の時点で、本件司法書

士との間で、預け金の額及び報酬金の額を定めて合意していたという具体的な事実関係

を前提とすると、同日をもって、本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」と

評価すべきである。また、本件司法書士に対する報酬は、（あ）登記に関する手続につい

て代理すること、（い）法務局又は地方法務局に提出し、又は提供する書類又は電磁的記

録を作成すること及び（う）上記（あ）又は（い）の事務について相談に応じることの

対価として支払われるものであり、登記を行うべき不動産、当該不動産の対価の額及び
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登記手続の予定日が確定した時点である委任契約の効力が生じた日に報酬を支払う蓋然

性があるということができるのであり、支払うべき報酬の額が確定した日をもって課税

仕入れの時期とすることが消費税法の趣旨に沿うものということができる。 

（３）争点（３）（本件更正処分等が信義則に反して違法であるか否か） 

（原告の主張の要点） 

 租税法律関係において、信義則に違反するとしてその法律上の効果が否定されるのは、

納税者間の平等、公平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れさせ

て納税者の信頼を保護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存する場合に

限られ、少なくとも、税務官庁が納税者に対して信頼の対象となる公的見解を表示したこ

とにより、納税者がその表示を信頼してその信頼に基づいて行動したところ、後に、当該

表示に反する課税処分が行われて納税者が経済的不利益を受けることになったものである

かどうか、また、納税者が税務官庁がした表示を信頼してその信頼に基づいて行動したこ

とについて納税者の責めに帰すべき事情がないかどうかという点の考慮を要するものとさ

れている（最高裁昭和６２年１０月３０日第三小法廷判決・裁判集民事１５２号９３頁

（以下「最高裁昭和６２年判決」という。）参照）。 

 「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１号）の解釈に関し、国税庁長官は、消

費税法制定当時から現在に至るまで一貫して、本件通達及び消費税法基本通達９－１－１

０により、同号の解釈を示し、大蔵省主税局税制第２課（当時）も、同法が制定された当

時に同様の見解を示していた。確定申告は、国税庁長官が制定する法令解釈通達に基づい

てされるものであるから、消費税法基本通達に関する納税者の信頼について法的安定性及

び予測可能性を確保する必要性は、他の公的見解の表示とは一線を画すものである。原告

は、本件通達の定めるところに従って本件確定申告をしたにもかかわらず、本件更正処分

により本件通達の解釈を否定され、予期しない損害も被った。本件通達は、同号の解釈と

して、「課税仕入れを行つた日」に係る基準を納税者が選択することができる旨を示してい

た上、これと異なる実務上の運用があるとの事情もなく、所得税法及び法人税法上の取扱

いとも一致していたから、原告が本件通達を信じて行動するについて、何ら責めに帰すべ

き事情もない。なお、被告は、原告が消費税等の還付を受ける目的を有していたことを指

摘するが、本件通達ただし書の定めを信頼することと上記の目的を有することは全く関連

性がなく、考慮すべき事情とはいえない。 

 したがって、本件更正処分等は、原告の信頼した本件通達等の解釈に反する処分であっ

て、本件更正処分等に係る課税を免れさせて原告の信頼を保護しなければ、国税庁長官に

よる法令解釈通達一般についてこれに反する恣意的な課税処分がされることを容認するこ

とになり、我が国の全ての納税者の信頼を破壊することになる点で著しく正義に反する。

なお、処分行政庁が、課税の公平からの正義感によって結論ありきの処分をしたものであ

るとしても、消費税法には法人税法１３２条のような包括的な租税回避防止規定はなく、

消費税における租税回避は合法的な節税であるから、何らこれを非難されるべき理由はな

い。 

（被告の主張の要点） 

 最高裁昭和６２年判決は、租税法律関係においては、その性質上、信義則の法理が適用

される場面を限定的に解すべきことを明らかにしている。 



16 

 本件においても、消費税法の趣旨からすれば、「課税仕入れを行つた日」（同法３０条１

項１号）とは、固定資産の譲渡についてはその引渡しがあった日をいい、本件通達本文は

それを確認的に定めたものにすぎず、本件通達ただし書は、固定資産の引渡しに関する事

実関係が客観的に明らかではなく、これを認識することが困難な場合に、当該固定資産の

譲渡に係る契約の締結の日を課税の徴表とみて資産の譲渡等の時期とすることを定めたも

のにすぎず、納税者において、資産の譲渡等の時期を資産の引渡しの日とするか契約の締

結の日とするかを自由に選択することを認める趣旨のものではないから、原告の主張する

ような公的見解を表示したものとはいえない。また、原告は、単に消費税等の還付を受け

る目的で、本件通達本文の定めるところによったのでは多額の仕入税額控除をすることが

できずに多額の消費税等の還付を受けることもできないことを十分に承知した上で、本件

通達ただし書が仕入税額控除に係る課税仕入れを行った日につき固定資産の引渡しの日又

は契約の締結の日のいずれとするかを納税者の自由な選択に委ねている旨を定めるもので

あるとの独自の見解に基づき、あえて意図的に、本件通達ただし書に従って確定申告をし

たものであるから、原告が税務官庁の表示を信頼してその信頼に基づいて行動したとはい

えず、原告に責めに帰すべき事由がないともいえない。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

（４）争点（４）（本件更正処分（ただし、平成２９年６月２７日付け更正の処分による一部取

消し前のもの。以下、この項において同じ。）についての理由の提示に不備があるか否か） 

（原告の主張の要点） 

ア 一般に、行政処分に理由を附記すべきものとしているのは、処分庁の判断の慎重、合

理性を担保してその恣意を抑制するとともに、処分の理由を相手方に知らせて不服の申

立てに便宜を与える趣旨に出たものであるから、その記載を欠くにおいては処分自体の

取消しを免れず、その理由の附記の程度は、処分の性質と理由の附記を命じた各法律の

規定の趣旨、目的に照らして決定すべきものである。行政手続法１４条１項は、不利益

処分をする際には理由の提示をすべき旨を規定するところ、その程度は、当該処分の根

拠法令の規定内容、当該処分に係る処分基準の存否及び内容並びに公表の有無、当該処

分の性質及び内容、当該処分の原因となる事実関係の内容等を総合考慮してこれを決定

すべきものであるとされている（最高裁平成２３年６月７日第三小法廷判決・民集６５

巻４号２０８１頁参照。以下「最高裁平成２３年判決」という。）。 

 以上によると、更正処分の際の理由には、更正の原因となる事実、それへの法の適用

及び結論の３つが含まれるが、法の適用に関連して生ずる法の解釈の問題や収入又は支

出の法的評価又は法的判断の問題については、結論のみではなく、結論に到達した理由

又は根拠を納税者に理解し得る程度に示す必要があるというべきである。そして、更正

処分が、帳簿に記載されている事実又は当該帳簿の記載において前提とする事実に基づ

き、その評価のみを否認する場合には、そのような評価判断に至った過程自体を理由の

提示の制度にかなう程度に具体的に説明又は摘示する必要がある。特に、納税者の解釈

が、国税庁長官があらかじめ公表している通達（本件においては本件通達）に従ってい

る場合に、これと異なる解釈を採用して更正処分をするのであれば、その評価判断であ

る法令の解釈の過程の説明又は摘示は不可欠である。本件においては、原告は、本件建

物に係る課税仕入れの帰属時期につき、本件通達ただし書に示されている契約の効力の



17 

発生した日を課税仕入れを行った日とする解釈に基づいて確定申告をした旨上申してい

たにもかかわらず、処分行政庁は、原告の法令の解釈又は運用に関する法的評価に関す

る事項について否認し、課税仕入れを行った日は本件建物の引渡しを受けた日であると

の解釈に基づいて本件更正処分をしたから、そのような解釈の過程（「課税仕入れを行つ

た日」の解釈として、なぜ引渡しの日が導き出され、契約の効力が発生した日が排除さ

れるのかについての解釈及び理由）につき、説明又は摘示を要すべきものということが

できる。 

 しかし、本件更正処分における理由の提示においては、①資産の引渡しに関する事実

関係が客観的に明らかな場合には、当該資産の譲渡契約の効力の発生の日を「課税仕入

れを行つた日」とすることができない旨（なお、このような法令の解釈は、どこにも公

表されておらず、本件訴えにおける被告の主張により、初めて明らかにされたものであ

る。）も、②本件のどのような事実関係が仕入税額控除の趣旨に反しているために本件通

達ただし書によることができないのかという具体的理由も、いずれも記載されておらず、

本件不動産の売買契約書における代金の支払及び引渡しの期限、代金が支払われた日、

賃料収入の受領日及び所有権移転登記の日という事実と消費税法の適用に関する結論が

示されているのみであり、「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１号）の解釈

を示すことなく、当該解釈の過程について説明又は摘示を全くしなかったから、行政手

続法１４条１項に基づいて求められる理由の提示を欠いているというべきである。 

イ 原告と本件司法書士との間の契約に基づく取引は、本件売買契約とは別個の課税仕入

れであるが、本件更正処分のうち本件司法書士報酬に係る３８万１１５０円に関し、本

件更正処分の理由の提示において、原告の支払先として本件司法書士は記載されていな

い。原告は、本件司法書士報酬に係る更正処分の理由を本件訴えにおける被告の準備書

面によって初めて知るに至っているところ、これは、処分行政庁が、本件売買契約と本

件司法書士との間の契約が別個の課税取引であることを看過し、本件売買契約に係る課

税仕入れについてのみ処分をしたことによるものであると推認される。 

 したがって、本件更正処分のうち本件司法書士報酬に係る部分については、処分に係

る理由の提示がされていないのであり、行政手続法１４条１項に違反したものであって、

違法である。 

（被告の主張の要点） 

ア 行政手続法１４条１項が不利益処分をする場合に同時にその理由を名宛人に示さなけ

ればならないとしているのは、名宛人に直接に義務を課し、又はその権利を制限すると

いう不利益処分の性質に鑑み、行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制

するとともに、処分の理由を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出た

ものと解される（最高裁平成２３年判決）。 

 行橋税務署長が、本件更正処分の際、原告に対して提示した処分の理由は、別紙２の

とおりであり、当該記載内容からすれば、本件課税期間の仕入税額控除の対象から除外

される課税仕入れに係る支払対価の額である合計６億３３６２万２３１３円は、本件売

買契約に基づく本件建物の取得に係る支払対価の額、本件司法書士報酬の額等であるこ

と、これらの課税仕入れを行った日は、本件建物の引渡しに係る本件売買契約の約定の

内容、代金の支払日、本件建物の賃料の収受を開始した日及び所有権移転登記の日に照
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らして、本件建物の引渡しがされ、かつ、本件司法書士の役務の提供が完了した平成２

５年５月３０日であり、本件課税期間に属しないため、上記の６億３３６２万２３１３

円は、本件課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額として仕入税額控除するこ

とはできないという本件更正処分に至る処分行政庁の判断過程が具体的に示されている

といえる。 

 そうすると、上記の理由の提示は、行政手続法１４条１項の趣旨に沿うものであり、

原告においても、その記載自体から、本件売買契約を締結した日が本件建物に係る「課

税仕入れを行つた日」ではない旨を容易に読み取ることができるから、同法が要求する

理由の提示として欠けるところはない。なお、本件については、本件通達ただし書の定

めるところに従うことができる余地がなく、本件通達本文によるべきとの判断過程を提

示する必要もない。 

イ 原告は、本件更正処分における理由の提示においては、資産の引渡しに関する事実関

係が客観的に明らかな場合には、当該資産の譲渡契約の効力の発生の日を「課税仕入れ

を行つた日」とすることができない旨や、「課税仕入れを行つた日」の解釈として、なぜ

引渡しの日が導き出され、契約の効力が発生した日が排除されるのかについての解釈及

び理由が記載されていないから、理由の提示に不備がある旨主張する。 

 しかし、更正処分の理由の提示としては、処分時における判断過程、判断理由等を全

て記載しなければならないものではなく、本件においては、権利確定主義を前提とした

規定である消費税法３０条１項に基づいて処分されたことが明示されていれば足りると

ころ、処分行政庁は、本件課税期間中の仕入税額控除の範囲を示した同項１号の記載と

ともに、本件建物の引渡しがあった日を認定及び判断するために考慮した事実関係を具

体的に摘示しているから、その記載内容は、最高裁平成２３年判決において判示する処

分行政庁の恣意の抑制及び不服申立ての便宜という理由の提示の趣旨を充足する程度に

具体的に評価及び判断の過程が明示されているものといえる。また、本件通達の内容は

複雑なものではなく、原告においても、その記載自体から本件建物の「課税仕入れを行

つた日」は引渡しがあった日であると処分行政庁が判断したことを容易に読み取ること

ができるところ、本件通達ただし書は、引渡しの日を認識することが困難な場合を補充

する趣旨で設けられたものであり、本件建物の引渡しの日が明らかである本件において

はこれによる余地がないから、消費税法３０条１項１号が理由の提示に示されている以

上、本件通達本文又はただし書のいずれによったのかについての判断過程を提示する必

要はないというべきである。 

 したがって、原告の主張は、失当である。 

ウ 原告は、原告と本件司法書士との間の契約に基づく取引は、本件売買契約とは別個の

課税仕入れであるが、本件更正処分のうち本件司法書士報酬に係る３８万１１５０円に

関し、本件更正処分の理由の提示において、原告の支払先として本件司法書士は記載さ

れておらず、本件更正処分のうち本件司法書士報酬に係る部分については、処分に係る

理由の提示がされていない旨主張する。 

 しかし、本件更正処分の理由の提示（別紙２）の記載の全体からすれば、処分行政庁

がした理由の提示に本件司法書士報酬が含まれていることは容易に理解し得るところで

あり、処分行政庁において、改めて課税取引ごとに区分し直して理由の提示をしなけれ
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ばならない理由はない。また、通常、司法書士に対する報酬は、所有権移転登記をする

際に発生するものであり、本件においては、本件建物の引渡しがあった日（平成２５年

５月３０日）と同日に所有権移転登記がされているところ、本件更正処分の理由の提示

においては、「同日、売買を原因として本件物件の所有権移転登記がなされていること」

と明示されており、これ以上に具体的に示さなければ、理由の提示として不備があると

いうことにはならない。 

 したがって、本件更正処分のうち本件司法書士報酬に係る部分については、最高裁平

成２３年判決が判示する処分行政庁の恣意の抑制及び不服申立ての便宜という理由の提

示の趣旨を充足する程度に具体的に評価及び判断の過程が明示されているということが

でき、理由の提示に不備があるとはいえないというべきである。 

 なお、仮に、本件更正処分のうち本件司法書士報酬に係る部分についての理由の提示

に不備があるとしても、本件更正処分の理由の提示（別紙２）の程度に照らすと、本件

更正処分の全体の理由の提示に不備があるとまではいえず、本件更正処分の全体が違法

となるわけではない。 

（５）争点（５）（原告に「正当な理由」（国税通則法６５条４項）があるか否か） 

（原告の主張の要点） 

 国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があるといえるのは、真に納税者の責めに

帰することのできない客観的な事情があり、過少申告加算税の趣旨に照らしても、なお、

納税者に過少申告加算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解すべきで

ある（最高裁平成１８年４月２０日第一小法廷判決・民集６０巻４号１６１１頁。以下

「最高裁平成１８年判決」という。）。 

 原告が、消費税等の申告をするに当たり、本件売買契約について消費税法３０条１項１

号にいう「課税仕入れを行つた日」を本件通達本文によらなかったのは、本件通達ただし

書によってこれを本件売買契約の効力が発生した日とする取扱いをしたためであるところ、

本件通達ただし書は、文言上、何らの限定なく固定資産の譲渡等に関する契約の効力発生

の日を資産の譲渡の日とすることを認める旨を明確に定めており、他の税法上の処理と消

費税法上の処理を異にすることは許されないという観点からの制約があると解し得ること

を除けば、これを制限的に解釈すべき根拠等は全く見当たらないほか、税務当局が作成し

た書籍にも、同旨の記載があったから、原告が上記の取扱いをしたことについて、原告に

帰責性はない。原告には、本件通達で客観的に示された同号の解釈に忠実に従ったという

真に責めに帰することのできない客観的な事情があり、原告に過少申告加算税を課すこと

は他の納税者との公平の観点からも不当又は酷であることは明らかである。 

 したがって、原告が、消費税等の申告をするに当たり、本件売買契約について同号にい

う「課税仕入れを行つた日」を本件通達本文の定めるところによらなかったことにつき、

「正当な理由」（国税通則法６５条４項）があるというべきである。 

（被告の主張の要点） 

 原告は、本件通達本文の定めるところによった場合には多額の仕入税額控除をすること

ができずに多額の消費税等の還付を受けることもできないことを十分に承知した上で、本

件通達ただし書が「課税仕入れを行つた日」について、固定資産の引渡しの日又は当該固

定資産の譲渡等に係る契約の締結の日のいずれとするかを納税者の自由な選択に委ねてい
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る旨の独自の見解に基づき、消費税等の還付を受ける目的で、あえて意図的に、本件通達

本文ではなく本件通達ただし書の定めるところによって確定申告をしたものであるから、

原告には、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情があるとはいえず、過

少申告加算税の趣旨に照らしてもなお原告に過少申告加算税を賦課することが不当又は酷

であるともいえない。 

 したがって、原告に国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があるとは認められな

い。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）（本件建物の取得に係る「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１号）が

本件課税期間に属する日であるか否か）について 

（１）「課税仕入れを行つた日」の意義等 

ア 消費税法３０条１項柱書きは、事業者が、国内において行う課税仕入れについては、

同項各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日の属する課税期間の課税標準額

に対する消費税額から、当該課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消費税

額を控除する旨を定め、同項１号は、国内において課税仕入れを行った場合には、当該

課税仕入れを行った日とする旨を定めている。そして、消費税法２条１項１２号は、「課

税仕入れ」を事業者が、事業として他の者から資産を譲り受けることをいう旨を定めて

いるほか、国税通則法１５条２項７号は、消費税等の納税義務の成立時期を、課税資産

の譲渡等をした時とする旨を定めている。 

 上記の消費税法及び国税通則法の規定を前提とすると、消費税法３０条１項１号にい

う「課税仕入れを行つた日」は、事業者が事業として他の者から資産を譲り受けた場合

における当該課税資産の譲渡等がされた時をいうものと解するのが相当である。 

イ 消費税法には、課税資産の譲渡等がされた時がどの時点であるかを明確に定義した規

定は見当たらないが、①我が国における消費税が、各取引段階において移転及び付与さ

れる付加価値に着目して課される付加価値税の性質を有するものであり、資産の譲渡に

より譲渡人の下で生じた付加価値が移転することを捉えて課税の対象としているものと

解されること、②同法が、その課税標準である課税資産の譲渡等の対価の額を、対価と

して収受し、又は収受すべき一切の金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な

利益の額とする旨を定めており（同法２８条１項本文）、実際に収受した金銭又は金銭以

外の物若しくは権利その他経済的な利益に限定することなく、収受すべき金銭又は金銭

以外の物若しくは権利その他経済的な利益も含めていること、③上記②のとおり、同法

の課税標準には、収受すべき金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益も

含まれるから、一定の基準をもって、上記にいう「収受すべき」状態が実現したか否か

を区別する必要が生ずるところ、上記①のとおり、消費税が、付加価値の移転を捉えて

課税の対象としていると解されるという同法における消費税の性格、趣旨及び内容に照

らすと、前記アにいう課税資産の譲渡等がされた時とは、金銭又は金銭以外の物若しく

は権利その他経済的な利益を収受すべき状態が実現した時をいうものと解するのが相当

である。その上で、金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益を収受すべ

き状態が実現したということができるためには、少なくとも譲渡人の下で生じた付加価

値が譲受人に移転することが確定した必要があるものと解するのが相当である。 
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 このように解することは、所得税法における収入金額及び法人税法における益金の額

を計上すべき時期について、いずれも、それらを収入すべき権利が確定した課税年度の

収入金額又は益金の額に計上すべきであると解されていることとも整合的であるし、企

業会計原則において、権利確定主義による実現主義が採用されているとされることとも

整合的である。 

ウ したがって、消費税法３０条１項１号にいう「課税仕入れを行つた日」は、事業者が

事業として他の者から資産を譲り受けた場合における当該課税資産の譲渡等がされた時

をいうものであり、それは、譲渡人の下で生じた付加価値が譲受人に移転することが確

定した時と解するのが相当であって、具体的には、消費税の課税の対象である付加価値

の移転の原因となる課税資産の譲渡等が、例えば、代金の支払、資産の引渡し等によっ

て外部に認識されるに至った状態、すなわち、課税資産の譲渡等に係る権利又は債務が

確定するに至った状態が生じた日を指すものと解するのが相当である。 

エ 本件においては、固定資産である建物を譲渡したことが、消費税の課税の対象である

課税資産の譲渡に該当するところ、建物の譲渡については、例えば、契約を締結した日

と同日に代金の支払がされ、それと同時に当該建物の引渡しや所有権の移転の登記がさ

れることにより取引が一時に完了し、当該譲渡に係る権利又は債務が確定するに至った

状態が生じた日が客観的に明白な場合がある一方、例えば、諸般の事情から各契約当事

者の給付等が段階的に複数回に分けてされるなど、外見上は上記の当該譲渡に係る権利

又は債務が確定するに至った状態が生じた日が必ずしも明らかでない場合も生ずるが、

後者のような場合には、契約上買主に所有権がいつ移転するものとされているかという

ことだけではなく、代金の支払に関する約定の内容及び実際の支払の状況、登記関係書

類や建物の鍵等の引渡しの状況、危険負担の移転時期、当該建物から生ずる果実の収受

権や当該建物に係る経費の負担の売主から買主への移転時期、所有権の移転の登記の時

期等の取引に関する諸事情を考慮し、当該建物の現実の支配がいつ移転したかを判断し、

上記の現実の支配が移転した時期をもって、当該建物に係る上記の当該譲渡に係る権利

又は債務が確定するに至った状態が生じた日であると判断するのが相当である。そして、

本件通達も、上記の趣旨を明らかにしたものと解することができる。 

オ 原告は、本件通達が、「固定資産の譲渡の時期は、別に定めるものを除き、その引渡し

があった日とする。ただし、その固定資産が土地、建物その他これらに類する資産であ

る場合において、事業者が当該固定資産の譲渡に関する契約の効力発生の日を資産の譲

渡の時期としているときは、これを認める。」と定めていることを指摘し、本件通達は、

消費税法３０条１項１号にいう「課税仕入れを行つた日」について、事業者が、固定資

産の引渡しの日と契約の効力発生の日のいずれかを選択することを許す趣旨のものであ

る旨主張する。 

 しかし、これまでに判示したとおり、消費税法３０条１項１号にいう「課税仕入れを

行つた日」は、事業者が事業として他の者から資産を譲り受けた場合における当該課税

資産の譲渡等に係る権利又は債務が確定するに至った状態が生じた日を指すものと解す

べきであり、原告自身、上記の「課税仕入れを行つた日」について、権利確定主義を基

準として判断すべきものであることは自認するところであるから、仮に、本件通達につ

いて、原告が上記に主張するように解する余地があることを前提としたとしても、本件
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通達ただし書にいう「契約の効力発生の日」に課税資産の譲渡等に係る権利又は債務が

確定するに至った状態が生じていなければ、当該日を上記の「課税仕入れを行つた日」

とする前提を欠くことになるのであり、遅くとも、上記の「契約の効力発生の日」には、

課税資産の譲渡等に係る権利又は債務が確定するに至った状態が生じていなければなら

ないものというべきである。 

 したがって、仮に、原告の主張するところを前提としたとしても、事業者が本件通達

ただし書にいう「契約の効力発生の日」を固定資産の譲渡の時期とした場合には必ず、

当該日が消費税法３０条１項１号にいう「課税仕入れを行つた日」となるわけではなく、

上記の「契約の効力発生の日」が上記の「課税仕入れを行つた日」としての実質を備え

ていることが当然の前提となっているものと解されるから、原告の主張するところは、

前記アからエまでに判示したところを左右するものとはいえないというべきである。 

（２）本件建物の取得に係る「課税仕入れを行つた日」 

ア 前提事実（２）アのとおり、本件売買契約においては、①本件不動産の代金は７億円

と定められ、②代金の支払時期は、本件売買契約の当日（平成２５年４月２５日）に１

０００万円を、残金６億９０００万円を同年５月３１日までに、それぞれ支払うものと

され、③上記②の１０００万円は、手付として支払われるものであり、一定の約定の要

件の下で当事者が本件売買契約を解除することを可能とするものであるが、残金が支払

われた場合には、それを代金の一部に充当するものとされ、④本件不動産の所有権は、

売買代金の全額が支払われたときに原告に移転するものとされ、⑤本件売主は、原告に

対し、売買代金の全額の支払を受けたと同時に本件不動産を引き渡すものとされ、⑥本

件不動産に関する所有権の移転の登記手続は、原告が本件売主に対して売買代金の全額

を支払うと同時にされるものとされ、⑦本件不動産に対して賦課される固定資産税等に

ついては、本件不動産が原告に引き渡される前日までの部分を本件売主が、本件不動産

が原告に引き渡された日以後の分を原告が、それぞれ負担するものとされ、⑧本件不動

産から生ずる収益については、本件不動産が原告に引き渡される前日までの部分を本件

売主が、本件不動産が原告に引き渡された日以後の部分を原告が、それぞれ取得するも

のとされていたものである。そして、前提事実（２）イのとおり、①原告は、本件売主

に対し、平成２５年４月２５日に１０００万円を、同年５月３０日に６億９０００万円

を、それぞれ支払い、②原告は、同日、本件不動産の引渡しを受け、③本件不動産の所

有権の移転の登記（本件売主から原告へ本件不動産の所有権が移転した旨の登記）が、

同日、されるとともに、原告が、同日、本件不動産に根抵当権を設定し、その旨の登記

もされ、④原告と本件売主が、固定資産税等の負担及び本件不動産から生ずる収益の帰

属について、同日を基準としてあん分する旨の合意をし、その旨の処理がされたという

のである。 

イ 前記アの各事実を前提とすると、（ａ）本件売買契約における本件不動産に関する代金

の全額の支払時期、引渡し時期及び登記の移転時期の定めは、全て同一の日であって、

本件売買契約締結の日とはされておらず、（ｂ）本件売買契約における本件不動産に係る

経費の負担及び本件不動産から生ずる収益の帰属についての定めも、上記（ａ）と同一

の日を基準とするものとされており、本件売買契約締結の日を基準とする旨の定めはな

く、（ｃ）本件不動産について、現実に、代金の全額が支払われ、登記が移転し、経費の
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負担及び収益の帰属の基準日とされたのは、全て平成２５年５月３０日であった反面、

（ｄ）本件売買契約が締結された日に交付された金員は、いわゆる解約手付であり、本

件売買契約が締結された日においては、本件売買契約を締結した当事者の双方に、本件

売買契約の解除権が留保されていたことになる。 

 これらの事実を前提とすると、本件の事実関係の下においては、本件売買契約におけ

る本件不動産の現実の支配が移転した日は、平成２５年５月３０日であって、本件建物

の取得に係る権利又は債務が確定するに至った状態が生じた日、すなわち、本件建物を

取得したことに係る「課税仕入れを行つた日」も、平成２５年５月３０日であると認め

るのが相当である。 

ウ 原告は、本件売買契約締結の日である平成２５年４月２５日を「課税仕入れを行つた

日」として選択したから、同日が、本件建物を取得したことに係る「課税仕入れを行つ

た日」である旨主張するが、前記イのとおり、本件売買契約が締結された日である同日

の時点においては、本件売買契約の解除権が当事者の双方に留保されている状態である

ことや、本件売買契約に基づく債権債務が履行されたのが、全て同年５月３０日である

ことを踏まえると、本件売買契約が締結された日である同年４月２５日に、本件建物の

取得に係る権利又は債務が確定するに至った状態が生じていたものとは認め難いのであ

り、他に上記の認定及び判断を覆すに足りる事情も見当たらないから、原告の主張は、

採用することができない。 

（３）まとめ 

 以上によれば、本件建物の取得に係る「課税仕入れを行つた日」は、平成２５年５月３

０日であって、同年４月２５日ではないから、本件建物の取得に係る「課税仕入れを行つ

た日」が、本件課税期間に属する日であるとは認められないというべきである。 

２ 争点（２）（本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」（消費税法３０条１項１号）

が本件課税期間に属する日であるか否か）について 

（１）本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」 

ア 前提事実及び後に掲記する証拠によれば、①原告の代表者が、本件司法書士を本件不

動産の所有権の移転の登記手続に関する原告の代理人とする旨を記載した委任状の作成

の日付は、平成２５年５月３０日であること（乙３５・２４枚目）、②原告の代表者が、

本件司法書士を本件不動産に根抵当権を設定したことに係る登記手続に関する原告の代

理人とする旨を記載した委任状の作成の日付は、同日であること（乙３５・３５枚目）、

③本件司法書士が本件不動産の所有権の移転及び本件不動産に対する根抵当権の設定に

係る各登記手続をしたのは、同日であること（前提事実（２）イ（イ））、④原告が、本

件司法書士に対し、上記③に係る報酬等を支払ったのは、同日であること（前提事実

（２）イ（ウ））の各事実が認められる。 

 また、後に掲記する証拠によれば、⑤原告が、本件司法書士に交付する目的で、原告

の印鑑証明書を取得したのは、同月２日であること（乙３５・３６枚目）、⑥本件司法書

士が、不動産業者を通じて原告に対し、上記③の事務の処理に要する報酬等の見積もり

を提示したのは、同月２７日であること（乙２７の１）の各事実も認められる。 

イ 前記アの事実、特に、本件司法書士を原告の代理人とする旨の委任状の日付、本件司

法書士が事務を処理した日及び原告が本件司法書士に対して報酬等を支払った日がいず
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れも平成２５年５月３０日である（前記ア①ないし④）上、原告が本件司法書士との間

の委任契約が同日以前に成立していたことの間接事実として指摘する事情（前記ア⑤及

び⑥）が、いずれも、本件課税期間に属さない日に生じていることに加え、原告と本件

司法書士との間で、同年４月２５日に、原告が本件司法書士に対して本件不動産の所有

権の移転及び本件不動産に対する根抵当権の設定に係る各登記手続の事務の処理を委任

する旨の契約が成立したことを認めるに足りる証拠が全く見当たらないことをも併せ考

慮すると、本件の証拠関係の下においては、本件司法書士がする役務の提供に係る権利

又は債務が確定するに至った状態が生じた日、すなわち、本件司法書士報酬に係る「課

税仕入れを行つた日」は、早くとも、前記ア⑥の事実が生じた同年５月２７日であると

認めるのが相当である。 

ウ 原告は、原告と本件司法書士との間で、平成２５年４月２５日に、原告が本件司法書

士に対して本件不動産の所有権の移転及び本件不動産に対する根抵当権の設定に係る各

登記手続の事務の処理を委任する旨の契約が成立したとして、同日が、本件司法書士報

酬に係る「課税仕入れを行つた日」である旨主張するが、前記イのとおり、本件の証拠

関係の下においては、同日に上記の契約が成立したことを認めるに足りないから、原告

の主張は、その前提を異にし、採用することができない。 

（２）まとめ 

 以上によれば、本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」は、早くとも平成２

５年５月２７日であって、同年４月２５日ではないから、本件司法書士報酬に係る「課税

仕入れを行つた日」が、本件課税期間に属する日であるとは認められないというべきであ

る。 

３ 争点（３）（本件更正処分等が信義則に反して違法であるか否か）について 

（１）判断基準 

 租税法規に適合する課税処分について、法の一般原理である信義則の法理の適用により、

当該課税処分を違法なものとして取り消すことができる場合があるとしても、法律による

行政の原理なかんずく租税法律主義の原則が貫かれるべき租税法律関係においては、同法

理の適用については慎重でなければならず、租税法規の適用における納税者間の平等、公

平という要請を犠牲にしてもなお当該課税処分に係る課税を免れしめて納税者の信頼を保

護しなければ正義に反するといえるような特別の事情が存する場合に、初めて同法理の適

用の是非を考えるべきものである。そして、上記の特別の事情が存するかどうかの判断に

当たっては、少なくとも、税務官庁が納税者に対し信頼の対象となる公的見解を表示した

ことにより、納税者がその表示を信頼しその信頼に基づいて行動したところ、後に当該表

示に反する課税処分が行われ、そのために納税者が経済的不利益を受けることになったも

のであるかどうか、また、納税者が税務官庁の当該表示を信頼しその信頼に基づいて行動

したことについて納税者の責めに帰すべき事由がないかどうかという点の考慮は不可欠の

ものであるといわなければならない（最高裁昭和６２年判決参照）。 

（２）本件における検討 

 本件においては、証拠（甲５、６）によれば、原告は、法定申告期限までに本件確定申

告をしているところ、本件確定申告の際、税理士（本件訴えにおける補佐人税理士と同一

の者である。）が代理人として関与していることが認められるから、原告は、税務の専門家
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である税理士の関与の下で、本件確定申告をしたものであることになる。そして、これま

でに判示したとおり、本件建物の取得又は本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた

日」は、いずれも、権利確定主義に基づいて認定されるべきものであるところ、そのこと

は、税理士であれば、誰しもが承知しているはずの見解であり、現に、原告も、本件訴え

において、「課税仕入れを行つた日」は、権利確定主義に基づいて認定されるべきである旨

を自ら主張しているところである。 

 そうすると、原告は、権利確定主義に基づいてすべき「課税仕入れを行つた日」の認定

を誤って、いまだ収受すべき金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益が確

定していない日を「課税仕入れを行つた日」とすることを前提として本件確定申告をした

結果、本件更正処分等を受けたにすぎず、原告に生じたとされる不利益は、税務官庁が原

告に対して表示した公的見解を原告が信頼した結果に起因するものではなく、自らがした

事実認定の誤りに起因するものであるということができるから、その余の点について判断

するまでもなく、本件更正処分等が信義則に反するものとは認め難い。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

４ 争点（４）（本件更正処分（ただし、平成２９年６月２７日付け更正の処分による一部取消

し前のもの。以下、この項において同じ。）についての理由の提示に不備があるか否か）につ

いて 

（１）理由の提示の趣旨等 

 行政手続法１４条１項本文が、不利益処分をする場合に同時にその理由を名宛人に示さ

なければならないとしているのは、名宛人に直接に義務を課し又はその権利を制限すると

いう不利益処分の性質に鑑み、行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制す

るとともに、処分の理由を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たもの

と解される。そして、同項本文に基づいてどの程度の理由を提示すべきかは、上記のよう

な同項本文の趣旨に照らし、当該処分の根拠法令の規定内容、当該処分に係る処分基準の

存否及び内容並びに公表の有無、当該処分の性質及び内容、当該処分の原因となる事実関

係の内容等を総合考慮してこれを決定すべきである。（以上、最高裁平成２３年判決参照） 

（２）本件における検討 

ア 行橋税務署長が、本件更正処分をした際、原告に対して提示した理由は、別紙２のと

おりであるところ、当該理由の提示は、まず、原告がした本件確定申告のうち本件建物

の取得に係る課税仕入れについて、消費税法３０条１項１号にいう「課税仕入れを行つ

た日」を平成２５年４月２５日とする税額の計算をしたことを本件更正処分をする原因

となるべき事実である旨を掲げ、原告がした本件確定申告のうちどの事実に着目してさ

れたかという点を明らかにしているところ、これは、本件更正処分の主たる争点を明ら

かにするものとして適切な記載であると認められる。 

 その上で、行橋税務署長は、本件建物の取得に係る課税仕入れについての上記の「課

税仕入れを行つた日」が、平成２５年５月３０日であると認められる旨の事実を認定し

たこと及び当該事実を認定した理由が、本件売買契約書の定め及び本件売買契約におけ

る実際の取引状況にあることを、それぞれ明らかにして上記の主たる争点に対する結論

及び理由を簡潔に示し、当該認定及び判断を前提とした最終的な結論として、本件建物

の取得及びそれに付随して生じた課税仕入れに係る支払対価の額を本件課税期間の課税
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仕入れに係る支払対価の額に算入することができない旨の認定及び判断を明らかにして

いるものと認められる。 

 そうすると、既に述べたところのほか、本件更正処分の性質及び内容を総合考慮して

も、上記の理由の提示は、行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制する

とともに、処分の理由を名宛人に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨を満たすも

のとして、行政手続法１４条１項の規定により不利益処分をする際に提示すべき理由の

程度として、同法の要請を少なくとも必要最小限度は満たしているものと認めるのが相

当であり、不利益処分における理由の提示として不備があるものということはできない。

これに反する原告の主張は、上記に判示したところに照らし、採用することができない。 

イ 原告は、本件司法書士報酬に係る３８万１１５０円に関し、本件更正処分の理由の提

示において、原告の支払先として本件司法書士が記載されておらず、本件売買契約に係

る課税仕入れについてのみ処分をしたことによるものと推認されるから、本件更正処分

のうち本件司法書士報酬に係る部分については、処分に係る理由の提示がされていない

旨主張する。 

 しかし、被告が指摘した「本件物件の取得に係る支払対価の額６億３３６２万２３１

３円」に本件司法書士報酬が含まれていることは、当事者の間に争いはなく、本件確定

申告をした原告においても、それが含まれていることは容易に推認し得るものである上、

①本件確定申告における消費税法３０条１項１号にいう「課税仕入れを行つた日」の認

定とは異なる日を同号にいう「課税仕入れを行つた日」と認定すべきであることが、行

橋税務署長が本件更正処分をした理由であったこと、②本件司法書士報酬が本件建物の

取得に係る支払対価の額に含まれるか否か、本件司法書士報酬の金額がいくらであった

か等の事実の認定については、本件確定申告における申告の内容と行橋税務署長がした

認定との間に相違はなく、当該事実の認定は、行橋税務署長が本件更正処分をした理由

ではなかったことの各事実にも照らすと、原告が指摘する点は、行政手続法１４条１項

の規定により不利益処分をする際に提示すべき理由の程度として、同法の要請を少なく

とも必要最小限度は満たしているとの前記アの判断を覆すには足りないというべきであ

る。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（３）まとめ 

 したがって、行橋税務署長が本件更正処分をした際にした理由の提示に、不備があると

はいえない。 

５ 争点（５）（原告に「正当な理由」（国税通則法６５条４項）があるか否か）について 

（１）国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があると認められる場合 

 過少申告加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、原則としてその違反

者に対し課されるものであり、これによって、当初から適法に申告し納税した納税者との

間の客観的不公平の実質的な是正を図るとともに、過少申告による納税義務違反の発生を

防止し、適正な申告納税の実現を図り、もって納税の実を挙げようとする行政上の措置で

ある。 

 国税通則法６５条４項は、修正申告書の提出又は更正に基づき納付すべき税額に対して

課される過少申告加算税につき、その納付すべき税額の計算の基礎となった事実のうちに
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その修正申告又は更正前の税額の計算の基礎とされていなかったことについて正当な理由

があると認められるものがある場合には、その事実に対応する部分についてはこれを課さ

ないこととしているが、過少申告加算税の上記の趣旨に照らせば、同項にいう「正当な理

由があると認められる」場合とは、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事

情があり、上記のような過少申告加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に過少申告加

算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当である（最高裁

平成１８年判決参照）。 

（２）本件における判断 

ア 前記１から３までのとおり、本件においては、原告が、本件建物の取得及び本件司法

書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」の認定を誤って、いまだ収受すべき金銭又は

金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益が確定していない本件売買契約を締結し

た日を「課税仕入れを行つた日」とする本件確定申告をした結果、本件更正処分等を受

けたものであるところ、原告が、税理士の関与の下に本件確定申告をしたことにも照ら

すと、原告が、本件建物の取得及び本件司法書士報酬に係る「課税仕入れを行つた日」

の認定を誤ったことについて、真に納税者の責めに帰することのできない客観的な事情

があるとは認め難いというべきである。 

イ 原告は、本件通達で客観的に示された消費税法３０条１項１号の解釈に忠実に従った

という真に責めに帰することのできない客観的な事情がある旨主張するが、これまでに

判示したとおり、原告がした「課税仕入れを行つた日」の認定が、本件通達ただし書を

適用する前提を欠くものであり、本件通達の解釈いかんによってそれが左右されるもの

ではないことに照らすと、原告の主張は、その前提を異にするものというべきである。 

 したがって、原告の主張は、採用することができない。 

（３）まとめ 

 以上によれば、本件においては、原告に国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」が

あるとは認められない。 

６ 本件更正処分等の適法性について 

 これまで述べたところに加えて、本件全証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件更正処分等の

根拠及び適法性については、別紙３に記載のとおり認めることができ、この認定判断を左右す

るに足りる証拠は見当たらない。 

第４ 結論 

 以上によれば、原告の請求は、いずれも理由がないから、これらをいずれも棄却することと

して、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 朝倉 佳秀 

裁判官 福渡 裕貴 

裁判官 獅子野 裕介 
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別紙１ 

 

関係法令等の定め 

 

１ 消費税法の定め 

（１）消費税法２条（定義）１項１２号の定め 

 消費税法２条１項柱書きは、同法において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる旨を定めている。 

１２号 課税仕入れ 事業者（個人事業者（事業を行う個人のこと。以下同じ。）及び法人

のこと。以下同じ。）が、事業として他の者から資産を譲り受け、若しくは借り受け、

又は役務の提供（中略）を受けること（中略）をいう。 

その余の号 （略） 

（２）消費税法２８条（課税標準）１項（ただし、平成２７年法律第９号による改正前のもの。

以下同じ。）の定め 

 消費税法２８条１項は、課税資産の譲渡等（資産の譲渡等（事業として対価を得て行わ

れる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供（中略）のこと。以下同じ。）のうち、消費税

法６条１項の規定により消費税を課さないこととされるもの以外のもののこと。以下同

じ。）に係る消費税の課税標準は、課税資産の譲渡等の対価の額（対価として収受し、又は

収受すべき一切の金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益の額とし、課税

資産の譲渡等につき課されるべき消費税額及び当該消費税額を課税標準として課されるべ

き地方消費税額に相当する額を含まないものとする。以下（中略）同じ。）とするが（本

文）、法人が資産を同法４条４項２号に規定する役員に譲渡した場合において、その対価の

額が当該譲渡の時における当該資産の価額に比し著しく低いときは、その価額に相当する

金額をその対価の額とみなす（ただし書）旨を定めている。 

（３）消費税法３０条（仕入れに係る消費税額の控除）１項（ただし、平成２７年法律第９号に

よる改正前のもの。以下同じ。）の定め 

 消費税法３０条１項柱書きは、事業者（同法９条１項本文の規定により消費税を納める

義務が免除される事業者を除く。）が、国内において行う課税仕入れ又は保税地域から引き

取る課税貨物については、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める日の属す

る課税期間の同法４５条１項２号に掲げる課税標準額に対する消費税額（中略）から、当

該課税期間中に国内において行った課税仕入れに係る消費税額（中略）及び当該課税期間

における保税地域からの引取りに係る課税貨物（中略）につき課された又は課されるべき

消費税額（附帯税の額に相当する額を除く。（中略））の合計額を控除する旨を定めている。 

１号 国内において課税仕入れを行った場合 当該課税仕入れを行った日 

その余の号 （略） 

２ 消費税法基本通達（平成７年１２月２５日付け課消２－２５（例規）課所６－１３課法３－

１７徴管２－７０査調４－３国税庁長官通達。ただし、「消費税法基本通達等の一部改正につ

いて（法令解釈通達）」（平成２７年５月２６日付け課消１－１７課個２－７調法４－９課審８

－１８徴管２－３７査調４－６国税庁長官通達）による改正前のもの。以下同じ。）の定め 

（１）消費税法基本通達１１－３－１（課税仕入れを行った日の意義）の定め 
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 消費税法基本通達１１－３－１は、消費税法３０条１項１号（仕入れに係る消費税額の

控除）に規定する「課税仕入れを行つた日」とは、課税仕入れに該当することとされる資

産の譲受け若しくは借受けをした日又は役務の提供を受けた日をいうのであるが、これら

の日がいつであるかについては、別に定めるものを除き、消費税法基本通達第９章（資産

の譲渡等の時期）の取扱いに準ずる旨を定めている。 

（２）消費税法基本通達９－１－１３（固定資産の譲渡の時期。以下「本件通達」という。） 

 消費税法基本通達９－１－１３は、固定資産の譲渡の時期は、別に定めるものを除き、

その引渡しがあった日とするが（本文）、その固定資産が土地、建物その他これらに類する

資産である場合において、事業者が当該固定資産の譲渡に関する契約の効力発生の日を資

産の譲渡の時期としているときは、これを認める（ただし書）旨を定めている。 

３ 所得税基本通達（昭和４５年７月１日付け直審（所）３０（例規）（審）国税庁長官通達）

３６－１２（山林所得又は譲渡所得の総収入金額の収入すべき時期）の定め 

 所得税基本通達３６－１２は、山林所得又は譲渡所得の総収入金額の収入すべき時期は、山

林所得又は譲渡所得の基因となる資産の引渡しがあった日によるものとするが（本文）、納税

者の選択により、当該資産の譲渡に関する契約の効力発生の日（中略）により総収入金額に算

入して申告があったときは、これを認める（ただし書）旨を定めている。 

４ 法人税基本通達（昭和４４年５月１日付け直審（法）２５（例規）国税庁長官通達。ただし、

「法人税基本通達等の一部改正について（法令解釈通達）」（平成３０年５月３０日付け課法２

－８課審６－１査調５－４国税庁長官通達）による改正前のもの。以下同じ。）２－１－１４

（固定資産の譲渡による収益の帰属の時期）の定め 

 法人税基本通達２－１－１４は、固定資産の譲渡による収益の額は、別に定めるものを除き、

その引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入するが（本文）、その固定資産が土

地、建物その他これらに類する資産である場合において、法人が当該固定資産の譲渡に関する

契約の効力発生の日の属する事業年度の益金の額に算入しているときは、これを認める（ただ

し書）旨を定めている。 

以上 
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別紙２ 省略 

別表３ 省略 
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別紙３ 

 

本件更正処分等の根拠及び適法性 

 

１ 本件更正処分の根拠 

（以下、「△」を付したときは、当該金額が還付金の額に相当するものであることを表す。） 

（１）課税標準額（別表２・順号④） ２万３０００円 

 上記金額は、原告が行橋税務署長に提出した原告の本件課税期間分の消費税等の確定申

告書（以下「本件確定申告書」という。甲５・１枚目）の「課税標準額①」欄に記載され

た金額と同額である。 

（２）課税標準額に対する消費税額（別表２・順号⑤） ９２０円 

 上記金額は、本件確定申告書（甲５・１枚目）の「消費税額②」欄に記載された金額と

同額である。 

（３）差引課税仕入れに係る支払対価の額（別表２・順号⑧） ２０４７万３６４９円 

 原告が本件確定申告書において記載した課税仕入れに係る支払対価の額である６億３４

０９万５９６２円（甲５・２枚目。別表２・順号⑥）のうち、本件建物の取得に係る支払

対価の額及び本件司法書士報酬の額を合計した後の金額である６億１３６２万２３１３円

（別表２・順号⑦）は、本件課税期間の課税仕入れに係る支払対価の額に該当しないため、

６億３４０９万５９６２円（本件確定申告書において記載した課税仕入れに係る支払対価

の額）から６億１３６２万２３１３円（本件建物の取得に係る支払対価の額及び本件司法

書士報酬の額を合計した後の金額）を控除した後の差額である２０４７万３６４９円が、

本件課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額である。 

（４）課税仕入れに係る消費税額（別表２・順号⑨） ７７万９９４８円 

 上記金額は、前記（３）の金額に１０５分の４を乗じて算出した金額である。 

（５）控除対象仕入税額（別表２・順号⑩） ７７万９９４８円 

 上記金額は、原告の本件課税期間における課税売上高が５億円を超えるとき、又は同課

税期間における課税売上割合が１００分の９５に満たないときのいずれにも該当しないこ

とから、消費税法３０条２項の規定の適用はなく、前記（４）の金額と同額である。 

（６）納付すべき消費税額（別表２・順号⑪） △７７万９０２８円 

 上記金額は、前記（２）の金額から、前記（５）の金額を差し引いた後の金額である。 

（７）既に納付の確定した消費税額（別表２・順号⑫） △２４１５万５１１６円 

 上記金額は、本件確定申告書（甲５・１枚目）の「控除不足還付税額⑧」欄に記載され

た金額と同額である。 

（８）差引納付すべき消費税額（別表２・順号⑬） ２３３７万６０００円 

 上記金額は、前記（６）の金額から前記（７）の金額を差し引いた後の金額（ただし、

国税通則法１１９条１項の規定により、１００円未満の端数金額を切り捨てた後のもの）

である。 

（９）納付すべき譲渡割額（別表２・順号⑭） △１９万４７５７円 

 上記金額は、前記（６）の地方消費税の課税標準とされる消費税額に地方税法７２条の

８３（ただし、平成２４年法律第６９号１条による改正前のもの）の規定により１００分
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の２５の税率を乗じて算出した金額である。 

（10）既に納付の確定した譲渡割額（別表２・順号⑮） △６０３万８７７９円 

 上記金額は、本件確定申告書（甲５・１枚目）の「還付額⑲」欄に記載された金額と同

額である。 

（11）差引納付すべき譲渡割額（別表２・順号⑯） ５８４万４０００円 

 上記金額は、前記（９）の金額から前記（１０）の金額を差し引いた後の金額（ただし、

地方税法２０条の４の２第３項の規定により、１００円未満の端数金額を切り捨てた後の

もの）である。 

（12）差引納付すべき消費税等の合計額（別表２・順号⑰） ２９２２万００００円 

 上記金額は、前記（８）の金額と前記（１１）の金額を合計した後のものである。 

２ 本件更正処分の適法性 

 被告が本件訴えにおいて主張する原告の本件更正処分に係る本件課税期間における納付すべ

き消費税額及び地方消費税額（譲渡割額）は、前記１のとおりであるところ、これらの各金額

は、本件更正処分の納付すべき消費税額及び地方消費税額（譲渡割額）（別表１の「減額更正

処分」の「消費税」欄中の「納付すべき消費税額」欄及び「地方消費税」欄中の「納付すべき

地方消費税額」欄参照）とそれぞれ同額であるから、本件更正処分は適法である。 

３ 本件賦課決定処分の根拠 

 前記２のとおり、本件更正処分は適法であるところ、本件更正処分により新たに納付すべき

税額の計算の基礎となった事実については、本件更正処分前における税額の計算の基礎とされ

ていなかったことについて、国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」は存在しない。 

 したがって、原告に課されるべき過少申告加算税の額は、①国税通則法６５条１項並びに地

方税法附則９条の４第２項及び９条の９の規定に基づき、本件更正処分（ただし、平成２９年

６月２７日付け減額更正処分により一部取り消された後のもの）により新たに納付すべきこと

となった消費税額及び地方消費税額の合計税額２９２２万００００円（ただし、国税通則法１

１８条３項の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。別表３・順号②）に

１００分の１０の割合を乗じて算出した２９２万２０００円（別表３・順号⑥）に、②同法６

５条２項並びに地方税法附則９条の４第２項及び９条の９の規定に基づき、上記の新たに納付

すべきこととなった消費税額及び地方消費税額の合計税額２９２２万００００円のうち期限内

申告税額（国税通則法６５条３項２号）△２４１５万５１１６円と５０万円のいずれか多い方

の金額である５０万円を超える部分に相当する税額２８７２万円（ただし、同法１１８条３項

の規定に基づき１万円未満の端数金額を切り捨てた後のもの。別表３・順号③）に１００分の

５の割合を乗じて算出した金額１４３万６０００円（別表３・順号⑦）を加算した金額４３５

万８０００円（別表３・順号⑧）となる。 

４ 本件賦課決定処分の適法性 

 被告が本件訴えにおいて主張する原告の本件課税期間における消費税等に係る過少申告加算

税の金額は、前記３のとおり、４３５万８０００円であるところ、当該金額は、本件賦課決定

処分における過少申告加算税の金額（別表１の「変更決定処分」欄中の「過少申告加算税の

額」欄参照）と同額であるから、本件賦課決定処分は適法である。 

以上 
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別表１ 

課税の経緯 

 

（単位：円） 

    区分 
項目 

確定申告 更正処分 異議申立て 賦課決定処分 異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 減額更正処分 変更決定処分

年月日 平成25年6月25日 平成27年5月26日 平成27年7月14日 平成27年7月28日 平成27年8月11日 平成27年9月30日 平成27年10月30日 平成28年10月21日 平成29年6月27日 平成29年6月27日

消
費
税 

課税標準額 23,000 23,000 

全部取消し     棄却 

全部取消し 棄却 

23,000 

  

消費税額 920 920 920 

控除対象 
仕入税額 

24,156,036 18,043 779,948 

納付すべき 
消費税額 

△ 24,155,116 △ 17,123 △ 779,028 

地
方
消
費
税

課税標準と 
なる消費税額 

△ 24,155,116 △ 17,123 △ 779,028 

納付すべき 
地方消費税額 

△6,038,779 △ 4,280 △ 194,757 

過少申告加算税の額       4,500,500 全部取消し 棄却   4,358,000

 
（注） △印は、還付金の額に相当する税額を示す。 
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別表２ 

 

本件課税期間の消費税等の合計税額 

 

 
（単位：円） 

区分  
 

項目 

本件更正処分（平成29年６月27日付け 
減額更正処分後のもの） 

課税資産の譲渡等の対価の額 ① 23,190 

非課税売上額 ② 0 

資産の譲渡等の対価の額（①＋②） ③ 23,190 

課税標準額 
（千円未満切捨て） 

④ 23,000 

課税標準額に対する消費税額 
（④×4/100） 

⑤ 920 

課税仕入れに係る支払対価の額 
（当初申告・税込金額） 

⑥ 634,095,962 

減算 
本件不動産の取得に係る課税仕入れに 

係る支払対価の額（税込金額） 
⑦ 613,622,313 

差引課税仕入れに係る支払対価の額（⑥－⑦） ⑧ 20,473,649 

課税仕入れに係る消費税額 
（⑧×4/105） 

⑨ 779,948 

控除対象仕入税額 ⑩ 779,948 

納付すべき消費税額（⑤－⑩） ⑪ △ 779,028 

既に納付の確定した消費税額 ⑫ △ 24,155,116 

差引納付すべき消費税額（⑪－⑫） 
（百円未満切捨て） 

⑬ 23,376,000 

納付すべき譲渡割額（⑪×0.25） ⑭ △ 194,757 

既に納付の確定した譲渡割額 ⑮ △ 6,038,779 

差引納付すべき譲渡割額（⑭－⑮） 
（百円未満切捨て） 

⑯ 5,844,000 

差引納付すべき消費税等の合計税額 
（⑬＋⑯） 

⑰ 29,220,000 

（注）△印は、還付金の額に相当する税額を示す。 

 


